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　　　公　　　告
○宅地建物取引業法に基づく所在を確知できない
　宅地建物取引業者の公告…………………………（建築住宅課）１
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○指定障害福祉サービス事業者の指定…………… （障がい福祉課）１

宮崎県告示第95号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第29条第１項の規定により、次のとおり指
定障害福祉サービス事業者の指定をした。
　　令和８年２月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの

種 類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主 た る 事 務
所 の 所 在 地

4510301163 デイサービス花て
まり

延岡市土々呂町５
丁目2378番地１

有限会社みやはら
介護保険企画

延岡市浜町5110番
地１

令和８年２月１日 生活介護（共生
型）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第96号
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第10条第３項の規定により、
次のとおり林業用種苗生産事業者の登録をした。
　　令和８年２月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登録

番号

生産事業者の氏名

又は名称及び住所

生産事業の内容 事務所の名称

及び所在地　種穂 苗　木

1438 井窪　浩一
宮崎県都城市高城
町穂満坊 498番地
２

採取
、精
選

幼苗の育
成、幼苗
以外の苗
木の育成

井窪　浩一
宮崎県都城市高城
町穂満坊 498番地
２

公　　　　　告

　宅地建物取引業法（昭和27年法律第 176号）第67条第１項の規定
により、所在を確知できない宅地建物取引業者について、当該宅地
建物取引業者の免許証番号、商号、代表者氏名等を公告する。
　なお、この公告の日から30日を経過しても当該宅地建物取引業者
から申出がないときは、同項の規定により当該宅地建物取引業者の
免許を取り消す。

　　令和８年２月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　免許証番号　宮崎県知事（12）第2740号
２　商　　　号　株式会社千代田産業
３　代表者氏名　佐藤　公昭
４　主たる事務所の所在地　宮崎市昭和町68　アーバンハイツ 103
　号
５　免許年月日　令和５年４月11日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告
　一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和８年２月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　競争入札に付する事項
　⑴　件　　名　令和８年度　トナーカートリッジ等の単価契約
　⑵　契約期間　令和８年４月１日から令和９年３月31日まで
　⑶　納入場所　指定場所
　⑷　入札方法　⑴の物品について入札を実施する。落札決定に当
　　たっては入札書に記載した金額に当該金額の 100分の10に相当
　　する金額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その
　　端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者
　　は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
　　であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に
　　相当する金額を入札書に記載すること。
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２　競争入札に参加する者に必要な資格要件
　　この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を
　全て満たす者とする。
　⑴　令和７年宮崎県告示第62号に規定する資格を有する者である
　　こと。
　⑵　納入する物品及び数量を確実に納入できる者であること。
　⑶　納入する物品の仕様を満たし、当該物品を確実に納入できる
　　と認められる者であること。
　⑷　本件の物品について、納入先の求めに応じ物品の取替等に速
　　やかに対応できると認められる者であること。
　⑸　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規
　　定に該当しないこと。
　⑹　会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更生手続開始
　　の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づく再
　　生手続開始の申立て（以下これらを「申立て」という。）がな
　　されていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生
　　手続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けて
　　いる者は、申立てがなされていない者とする。
　⑺　経営者等（法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営業
　　所の代表者、個人にあってはその者又は支社、支店若しくは営
　　業所の代表者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力団
　　員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
　　号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号にお
　　いて同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団
　　をいう。以下この号において同じ。）若しくは暴力団員と交わ
　　りを持つ者をいう。）である者又は暴力団若しくは暴力団員が
　　経営を支配し若しくは利用していると認められる者でないこと
　　。
３　入札参加者に求められる義務
　　入札に参加しようとする者は、入札参加申請書を令和８年３月
　23日（月）午後５時までに下記13の場所に提出（持参又は送付と
　するが、送付にあっては、書留郵便又はそれと同等手段に限り、
　令和８年３月23日（月）午後５時必着とする。）しなければなら
　ない。また、参加申請後、入札に参加しないこととした場合は、
　理由を記載した辞退届を書面で入札の前日までに提出すること。
　　なお、提出された書類について説明を求められたときは、これ
　に応じなければならない。
４　同等品審査について
　　基準品として示す商品以外の同等品で入札に参加しようとする
　場合には、当該商品の仕様、規格及び品番の分かるカタログ等を
　宮崎県警察本部警務部情報管理課に提出し、令和８年３月19日（
　木）午後５時までに事前承認を受け、下記13の場所に提出しなけ
　ればならない。
５　契約に係る競争入札の参加資格等を得るための申請方法
　　２⑴に掲げる資格を有しない者で参加を希望するものは、次に
　より参加資格等を得るための申請を行うこと。
　⑴　申請書用紙等を配布する場所及び受付場所
　　　宮崎県会計管理局物品管理調達課物品調達第一担当　宮崎市
　　橘通東２丁目10番１号　郵便番号 880−8501　電話番号0985（
　　26）7208
　⑵　申請書類の受付期間
　　　令和８年２月９日（月）から令和８年２月16日（月）まで（
　　土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前８時30分から午後５時ま
　　で）とする。ただし、受付期間の終了後も随時受け付けるが、

　　この場合には入札資格審査が入札に間に合わないことがある。
　　　なお、入札に間に合わないおそれがあると認められるときは
　　、あらかじめ、その旨を当該申請者に通知する。
６　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係　宮崎市旭１丁目
　　８番28号　郵便番号 880−8509　電話番号0985（31）0110
　⑵　期間　令和８年２月９日（月）から令和８年３月25日（水）
　　まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時
　　まで）
７　入札説明書及び仕様書の交付
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係
　⑵　期間　令和８年２月９日（月）から令和８年３月23日（月）
　　まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時
　　まで）
８　入札書の提出場所、提出期限及び提出方法
　⑴　場所　宮崎県警察本部１階 102会議室
　⑵　期限　令和８年３月25日（水）午前９時（送付にあっては、
　　令和８年３月24日（火）午後５時必着とする。）
　⑶　方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそれと
　　同等手段に限る。）とする。
９　開札の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県警察本部１階 102会議室
　⑵　日時　令和８年３月25日（水）午前９時
10　入札保証金
　　宮崎県財務規則第 100条第２項の規定による。
11　入札の無効に関する事項
　　宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。
12　落札者の決定の方法
　　予定価格以内で推定総金額が最低価格の入札を行った者を落札
　者とする。
13　入札に関する事務を担当する部局
　　宮崎県警察本部警務部会計課用度係
14　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
15　その他
　⑴　この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ
　　く政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑵　特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情
　　検討委員会が調達の停止等を要請する場合がある。この場合、
　　調達手続の停止等があり得る。
　⑶　本件入札は、この契約に係る予算が議決となり、４月１日以
　　降で予算の執行が可能となったときに効力が生じる。
　⑷　その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。
15　Summary
　⑴　Nature and quantity of the product to be purchased: Uni- 
　　t price contract of A Toner Cartridge and the other items
　　　Contract period: From April 1, 2026 to March 31, 2027 
　⑵　Time limit for tender: 9:00 a.m. 25 March, 2026
　⑶　Contact point for the notice: Accounting Division, Miyaz-
　　aki Prefectural Police Headquarters, 1-8-28 Asahi, Miyazaki 
　　City, Miyazaki Pref. 880-8509 Japan. TEL: 0985-31-0110
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